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 横浜市長  中 田  宏 様  

 

 

 

                  横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                     会 長   三 辺 夏 雄 

 

 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第53条第１項の規定に基づく諮問

について（答申） 

 

 

平成20年９月29日港湾総第632号による次の諮問について、別紙のとおり答申しま

す。 

 

 

「平成20年１月28日港湾局総務課長（当時）が市民情報センターで密かに

録音した音源（私が発した音声等）」の個人情報非開示決定に対する異議申

立てについての諮問 
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別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、「平成20年１月28日港湾局総務課長（当時）が市民情報センターで密

かに録音した音源（私が発した音声等）」の個人情報を非開示とした決定は、妥当で

なく、開示すべきである。 

２ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、「平成20年１月28日港湾局総務課長（当時）が市民情報

センターで密かに録音した音源（私が発した音声等）」（以下「本件個人情報」とい

う。）の個人情報本人開示請求（以下「本件請求」という。）に対し、横浜市長（以

下「実施機関」という。）が平成20年８月28日付で行った個人情報非開示決定（以下

「本件処分」という。）の取消しを求めるというものである。 

３ 実施機関の非開示理由説明要旨 

本件個人情報については、横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17年２月横浜市

条例第６号。以下「条例」という。）第22条第７号に該当するため非開示としたもので

あって、その理由は次のように要約される。 

(1) 本件個人情報は、平成20年１月に港湾局総務課長（以下「総務課長」という。）

が異議申立人（以下「申立人」という。）と対応した際、そのやり取りを録音した

音声ファイルである。 

   本件個人情報は、総務課長が申立人と面談するにあたり身の危険を感じたため、

今後の申立人への対応のために必要があると判断して、そのやり取りを個人的に録

音したものであるが、刑事事件として立件された際に、実施機関が総務課長個人か

ら取得して、捜査機関に提出したものである。 

(2) 本件個人情報を開示した場合、捜査機関がどのような点に関心を持って捜査を行

っているのかが明らかとなり、これを知った関係者が証拠の隠滅を図るなどして、

捜査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

   仮に特定の刑事事件の捜査が終了している場合であっても、当該事件に類似する

他の事件について、捜査機関が同様の捜査を行うことも考えられることから、捜査

が終了したかどうかにかかわらず、本件個人情報を開示することにより、捜査機関

が行う捜査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 
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   また、捜査の対象となった資料が実施機関により開示されることになれば、捜査

機関が、捜査を行っていることやどのような捜査をおこなっているのかが明らかに

なることをおそれ、刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第197条第２項の規定に基

づく照会をちゅうちょすることにより、捜査機関が行う捜査の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがある。 

(3) 本件個人情報は、特定の刑事事件に関する資料であるため、その取扱いについて

は、捜査、起訴、公判、公判終了後など、それぞれの時点において、関係機関によ

り関係法令に基づいて行われるべきものであると考えられることから、実施機関が

その判断により、これを開示すれば、当該関係機関が行う刑事事件に関する資料の

適正な管理に支障を生じるおそれがある。 

(4) 本件個人情報が開示されると、特定の市民への対応を円滑かつ適正に行うために

作成した資料を当該市民本人に開示されることをおそれて、職員が当該市民との対

応に関する記録など必要な資料を作成することをちゅうちょしたり、開示した個人

情報が改ざんされたりすることにより、組織として正確な事実に基づいた適正な市

民対応ができなくなり、横浜市が行う市民対応の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

がある。 

   特に行政対象暴力に関する事案については、職員が個別的かつ一方的に対応を迫

られることとなるケースも多いため、そのおそれが大きいものとなるが、本件個人

情報は、まさに行政対象暴力に係る記録であり、これを開示すれば、申立人との今

後の対応の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

横浜市の行政対象暴力への対応が不適切なものとなれば、横浜市や警察が共同し

て行う行政対象暴力の予防やその対応という事務事業の適正な遂行に支障を及ぼす

とともに、公正な行政運営が阻害される。 

４ 申立人の非開示決定に対する意見 

申立人が、異議申立書及び意見書において主張している本件処分に対する意見は、

次のように要約される。 

(1) 本件処分の取消しを求める。 

 (2) 実施機関は、「本件個人情報を開示することにより、捜査機関が行う捜査の適正

な遂行に支障をおよぼすおそれがあるため」非開示としたと主張しているが、本件

請求のきっかけとなった事件については、すでに公訴の提起がなされており、「捜

査機関による捜査段階」はすでに終了していると考えなければならない。しかも、
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横浜地方裁判所は被告人である申立人の勾留を続ける理由がないとして、勾留を取

り消している。したがって、捜査機関でない実施機関が何らの根拠も示さず「本件

個人情報を開示することにより、捜査機関が行う捜査の適正な遂行に支障をおよぼ

すおそれがあるため」として、本件請求に対して非開示とするのは見当違いも甚だ

しい。 

(3) 百歩譲って、今現在も何らかの捜査が続行中であるとしても、本件個人情報を開

示することにより、証拠隠滅や逃亡のおそれが新たに発生するわけでもないことは

明白である。むしろ、社会正義の実現といった観点から判断すれば、無意味な隠ぺ

いなどせず、積極的に開示すべきである。 

(4) 本件個人情報は、申立人が総務課長と面談した際、申立人が発言した内容を密か

に録音されたものである。この録音自体正当なものかどうか甚だ疑問であるが、申

立人が縷々説明した点を踏まえ、本件個人情報を開示するように求める。 

５ 審査会の判断 

 (1)  本件個人情報について 

本件個人情報は、総務課長等が申立人と対応した際、そのやり取りを録音した音

声ファイルである。 

実施機関の説明によれば、当該音声ファイルは、総務課長等が申立人と面談した

際に総務課長がそのやり取りを録音したものであるが、その後捜査機関からの照会

に応じて提出するために実施機関が総務課長個人から取得したものである。 

(2) 条例第22条第７号の該当性について 

ア 条例第22条第７号では、「市の機関・・・が行う事務又は事業に関する情報で

あって、公にすることにより、・・・当該事務又は事業の性質上、当該事務又は

事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」については、開示しないこ

とができると規定している。 

イ 実施機関は、本件個人情報を開示すると、捜査の適正な遂行、刑事事件に関す

る資料の適正な管理及び市民対応の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあること

から、本号に該当し、非開示としたと主張しているので、以下検討する。 

ウ 実施機関は、刑事訴訟法第197条第２項に基づき捜査機関に提出した個人情報を

本人に開示すると、捜査機関がどのような点に関心を持って捜査を行っているの

かが明らかとなり、これを知った関係者が証拠の隠滅を図るなどして、捜査の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり、その結果捜査機関が刑事訴訟法第197条第
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２項に基づく照会を行うことをちゅうちょすることにより、捜査機関が行う捜査

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると主張している。また、本件個人情報

は、特定の刑事事件に関する記録であるため、その取扱いについては、関係機関

が関係法令に基づいて判断すべきであり、実施機関の判断で開示すれば、当該関

係機関が行う刑事事件に関する資料の適正な管理に支障を生じるおそれがあると

も主張している。 

  本件個人情報は、すでに捜査機関も取得しているのみならず、公判においてそ

の一部が証拠として提出されており、これを申立人に開示したとしても、関係者

が証拠の隠滅を行うことなどは考えにくいものである。 

  また、刑事訴訟法第197条第２項の規定に基づく照会に対して実施機関が捜査機

関に提出した文書を開示することにより、捜査機関の着眼点が判明し、当該ある

いは今後の捜査に支障を及ぼすおそれがあること及びその結果捜査機関が今後実

施機関に対する同様の照会をちゅうちょするという主張については、そのような

可能性があることは一般論としては否定できない。 

しかし、本件請求においては、申立人は特に捜査機関に提出した文書を指定し

てその開示を求めておらず、本件個人情報を開示したとしてもそれが捜査機関に

提出されたものであるかどうかは申立人には分からなかったものである。 

同様に、刑事事件に関する資料の適正な管理に支障を及ぼすとの主張について

も、申立人は特に刑事事件に関する資料を指定してその開示を求めておらず、本

件個人情報を開示したとしてもそれが刑事事件に関する資料であるかどうかは申

立人には分からなかったものであり、これを認めることはできない。 

したがって、実施機関が主張するようなおそれはないと認められる。 

エ 次に、実施機関は、市民対応を行う職員が特定の市民対応案件について自ら作

成した資料を当該市民本人に開示するのであれば、当該職員は本人開示請求をお

それて必要な資料を作成することをちゅうちょしたり、開示した個人情報が改ざ

んされたりすることにより、組織として正確な事実に基づいた適正な市民対応が

できなくなり、横浜市が行う市民対応の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

と主張している。 

  一般に応対記録のような文書を応対した相手方である市民本人に開示すれば、

やり取りの要旨や課題等の記述から、当該職員の問題意識や相手方である市民に

対する評価等が直接的又は間接的に明らかとなり、その結果感情的なトラブルを
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誘発する等して、実施機関の主張するような事態を招くおそれも否定できないと

考えられる。とりわけそれが行政対象暴力に対する応対の記録であればなおさら

である。 

  しかし、本件個人情報は、単に申立人とのやり取りをそのまま録音しただけの

ものであり、それ自体からは応対した総務課長等の問題意識や評価等を何らうか

がい知ることはできないものであることから、これを開示したとしても、職員が

必要な資料の作成をちゅうちょすることは考えられない。 

  また、一般論として開示された個人情報等が請求者等によって改ざんされる可

能性を完全に否定することはできないが、そもそも個人情報本人開示制度は行政

と市民との間に一定の信頼関係が存在することを前提として成り立っており、万

一開示された個人情報を請求者等が改ざんして悪用するような事態が発生した場

合には法的な対応をとることは当然としても、そのような可能性があることを確

率的に否定できないことをもって非開示の結論を導くことは許されないと解すべ

きである。 

  したがって、横浜市が行う市民対応の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

とは認められない。 

オ 以上のことから、本件個人情報については本号に該当しないと判断した。 

(3) 結論 

以上のとおり、実施機関が本件個人情報を条例第22条第７号に該当するとして非

開示とした決定は、妥当でなく、開示すべきである。 

（第三部会） 

 委員 藤原静雄、委員 青木孝、委員 早坂禧子 
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 《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

平成 2 0 年９月 2 9 日 ・実施機関から諮問書及び非開示理由説明書を受理 

平成 2 0 年 1 0 月３日 

（第67回第三部会） 

平成 2 0 年 1 0 月９日 

（第133回第一部会） 

平成 2 0年 1 0月 1 0 日 

（第135回第二部会） 

・諮問の報告 

平成 2 0年 1 0月 1 7 日 

（第68回第三部会） 

・異議申立人から意見書を受理 

・審議 

平成 2 0 年 1 1 月７日 

（第69回第三部会） 
・審議 

平成 2 0年 1 1月 2 1 日 

（第70回第三部会） 
・審議 

平成 2 0 年 1 2 月５日 

（第71回第三部会） 
・審議 

平成 2 0年 1 2月 1 9 日 

（第72回第三部会） 

・実施機関から事情聴取 

・審議 

平成 2 1 年１月 1 6 日 

（第73回第三部会） 

・実施機関から非開示理由説明書（追加）を受理 

・審議 

平 成 2 1 年 ２ 月 ６日 

（第74回第三部会） 
・審議 

平成 2 1 年２月 2 0 日 

（第75回第三部会） 
・審議 

 

 


